
（ ）

沖縄振興、科学技術・イノベーション、地方創生

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- - - - -

- - - - -

-

-

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

16,726 16,726

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0073

年度

年度

-

-

-

- - - - -

目標値

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

12,198 20,932 17,339 21,371 16,726

20,932 17,338

執行率（％） 100% 100% 100%

- -

成果実績 -

平成２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

沖縄において大学院大学を設置及び運営し、国際的に卓越した科学技術に関する教育研究の推進を図り、もって沖縄の振興及び自立的発展並びに世界の
科学技術の発展に寄与することを目的とする。

前年度から繰越し 4,987 3,046

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

-

4,645

補正予算

16,726

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

2,734

12,182

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

学校法人沖縄科学技術大学院大学学園が行う、次の業務に対して補助する。①沖縄科学技術大学院大学を設置し、これを運営すること、②学生に対し、修
学、進路選択及び心身の健康に関する相談その他の援助を行うこと、③学園以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の学園以
外の者との連携による教育研究活動を行うこと、④沖縄科学技術大学院大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること、⑤科学技術に関
する研究集会の開催その他の研究者の交流を促進するための業務を行うこと、⑥①～⑤の業務に附帯する業務を行うこと。

補助率：定額

2,524

10,257

- -

▲ 4,645

-

25年度

事業番号

沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
沖縄科学技術大学院大学企画推進
室

池上　直樹

事業名

会計区分

28年度

816

翌年度へ繰越し ▲ 3,046

計

文教及び科学振興

▲ 2,734

19,804

-

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法
沖縄科学技術大学院大学学園法

主要政策・施策

一般会計

チェック



計

沖縄科学技術大学院大学
学園補助金

1

1,190

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

250 301 277 -

28年度活動見込

-

2 2 3

26年度 27年度

0 2

25年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

19 20 21 - -

- - - - -

- - - - -

25年度 26年度 27年度

沖縄科学技術大学院大学は、沖縄において国際的に卓越した科学技術に関
する教育研究の推進を図り、もって沖縄の振興及び自立的発展並びに世界
の科学技術の発展に寄与することが目的である。世界トップクラスの教員を厳
格に採用するとともに、優秀な学生を集めることにより、世界最高水準の科学
技術に関する教育研究を実施している。また、沖縄県庁、県内他大学、県内
外研究機関・民間企業との共同研究など、沖縄における産学の相互連携シス
テム形成の推進に向けて取り組んでおり、平成26年には、沖縄科学技術大学
院大学発ベンチャー企業の第一号が誕生している。

- -

- - - - -

-

％

目標最終年度

年度

歳出予算目

15,536

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

沖縄科学技術大学院大学
学園施設整備費補助金

計算式 　　/ -

26年度

単位

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 竣工数

当初見込み 着工数

285

- - -

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

沖縄科学技術大学院大学
は大学であり、政府として達
成目標を設定することは困
難であるが、発表論文数を
代替指標として設定する。

2,051

28年度当初予算

--

単位

沖縄科学技術大学院大学の設置・運営のための全体的
な活動費であるため、単位当たりのコストを算出すること

はできない。

単位当たり
コスト

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

目標値

沖縄科学技術大学院大学は、沖縄において国際的に卓越した科
学技術に関する教育研究の推進を図り、もって沖縄の振興及び自
立的発展並びに世界の科学技術の発展に寄与することが目的で
あるところ、当該機関は大学であり、政府として定量的な成果目標
を設定することは困難である。

世界最高水準の科学技術に関する教育研究を実施するための沖縄科学技術大学院大学
学園の運営に必要な経費等に加え、昨年度に引き続き、教員（ＰＩ）の数について60人から
65人に５人増員するために必要な経費、新たな研究棟（第４研究棟）の建設費など、沖縄
科学技術大学院大学の規模拡充に向けた取組に要する所要額を要求し、全体として昨年
度と同額となっている。

-

代替目標

達成度

代替指標 単位

沖縄科学技術大学院大学
は大学であり、政府として達
成目標を設定することは困
難であるが、産業界との連
携事業数を代替指標として
設定する。

産業界との連携事業数
（連携協定・共同契約等）

実績

代替指標
中間目標

年度

・人材育成・教育活動
国内外の研究機関や大学等との連携を強化し、研究者
の交流を促進するための国際ワークショップ及びセミ
ナー等の開催数。

単位

発表論文数 目標値

176 292

- -

実績

定量的な目標が設定できない理由

達成度 ％

・施設整備
国際的に卓越した科学技術に関する教育研究を行うた
めに必要な施設の整備。

28年度活動見込

- - -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

16,726 16,726

活動指標

代替目標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

活動実績

27年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

開催数

活動指標

年度

14,675



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

研究資材や機器等の国内外の価格比較データを取りまとめ、
価格交渉に活用することにより調達コストの抑制を図るなど、
コスト削減や効率化に向けた取組を継続して行っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

○

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

成果実績は、沖縄科学技術大学院大学の目的を踏まえ記述
したものであり、目的に見合った着実な実績を挙げている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

前２項目の評価に関する説明と同様。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

点検対象外

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、上記補助金の執行に当たっては、競争性・透明性の確保及びコスト削減等に努めつつ、同補助金が一層有効に活用されるよう、学園
自らによる検証も踏まえながら、適切な指導監督を行う。

沖縄科学技術大学院大学学園においては、その事業目的に基づき、沖縄科学技術大学院大学学園補助金及び沖縄科学技術大学院大学学園
施設整備費補助金を有効に活用して、国際的に卓越した教育研究が着実に実施されている。
同学園における補助金の執行に当たっては、毎月の状況について報告を受け、必要に応じてその使途等について確認を行っている。

事業名

沖縄科学技術大学院大学学園の目的を実現するための施設
を適切に整備し、当該施設において、国際的に卓越した教育
研究が行われている。

○

沖縄科学技術大学院大学学園における支出先の選定につい
ては、同学園の契約事務取扱規則に則り、原則として一般競
争入札を行っており、その妥当性や競争性を確保している。
また、経費の執行においても、外部有識者による契約監視委
員会等を開催し、適正かつ効率的な予算の執行を確保してい
る。

○

沖縄科学技術大学院大学学園における支出先の選定につい
ては、同学園の契約事務取扱規則に則り、原則として一般競
争入札を行っており、その妥当性や競争性を確保している。
また、経費の執行においても、外部有識者による契約監視委
員会等を開催し、適正かつ効率的な予算の執行を確保してい
る。

‐

評　価項　　目

沖縄科学技術大学院大学学園法第一条において、「この法律
は、沖縄科学技術大学院大学の設置及び運営に関し必要な
事項を定めることにより、沖縄を拠点とする国際的に卓越した
科学技術に関する教育研究の推進を図り、もって沖縄の振興
及び自立的発展並びに世界の科学技術の発展に寄与するこ
とを目的とする。」と規定されている。また、「経済財政運営と
改革の基本方針2016」においては、「沖縄科学技術大学院大
学（ＯＩＳＴ）の規模拡充に向けた検討や、ＯＩＳＴ等を核としたグ
ローバルな知的・産業クラスターの形成の進展を図る。」と記
述されている。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

沖縄科学技術大学院大学は、世界最高水準の教育研究を行
うことにより沖縄振興に寄与することを目的として設立された
大学院大学であり、その設立目的を果たすため、国が、業務
に要する費用を補助する必要がある。これを地方自治体、民
間等に委ねることとした場合、世界最高水準の教育研究を行
うために必要な原資を確保することが担保されず、事業の目
的が達成できないおそれが大きいため、国が実施することが
適当である。

○



現
状
通
り

平成22年度

事業の有効性及び事業効果について適切に検証するとともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を適切に概算要求に反映させるべき。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

0074

平成24年度

平成27年度平成25年度

現
状
通
り

-

平成26年度

　沖縄科学技術大学院大学は、沖縄において世界最高水準の教育研究を行うことにより、世界の科学技術の向上に資すること及び沖縄の振興と自
立的発展に寄与することを目的としている。このうち、世界の科学技術の向上に資するという目的のため、世界トップクラスの教員を厳格に採用する
とともに、優秀な学生を集めることにより、世界最高水準の科学技術に関する教育研究を実施している。
　また、沖縄の振興と自立的発展に寄与するという目的のため、沖縄県庁、県内他大学、県内外研究機関・民間企業との共同研究など、沖縄におけ
る産学の相互連携システム形成の推進に向けて取り組んでいる。
　これらを踏まえ、必要な所要額を平成29年度概算要求額として計上したところであるが、内閣府としては、今後とも、事業の有効性・効果について
検証を適切に実施し、それを概算要求に反映していくＰＤＣＡサイクルの適切な実施を図っていきたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0080

0118-

0079

平成23年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

（うち、国庫返納予定額312百万円）

内閣府

17,338百万円

補助金の交付決定及び
前年度予算の繰越し

Ａ．学校法人沖縄科学技
術大学院大学学園

17,338百万円

補助事業の実施

【直接】
【一般競争入札、総合評価入札、

随意契約、公募等】

Ｂ．個人（803名）
C．民間会社等

（2,590社）

5,441百万円 11,585百万円

役職員人件費、
旅費（直接払）

施設整備費、施設維持管
理費、研究機器、研究資
材費、旅費（請求書払）、

招聘旅費等

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 1,234.2 計 0

研究資材費 研究に必要な消耗品・薬品等 453.2

その他 業務委託費等 288.5

C. 沖縄メディックス株式会社 D.

費　目 使　途

研究機器 研究用機器の購入 492.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 17,338.6 計 5,440.5

110

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2,284.8

管理部門

施設管理、研究支援の経費 6,087.4 人件費 380.1

2,042.2

管理経費 管理部門の経費

B. 個人（人件費等）

2,187.6

人件費学務、教育支援の経費

費　目

教育研究費 研究活動の経費

研究者及び研究補助員等

5,520.1 人件費

使　途

学務経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

研究支援

国庫返納金

施設整備費 施設整備の経費 946.5 人件費 役員人件費

312.2

金　額
(百万円）

A. 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園

2,725.7

旅費 役職員旅費

共通経費

182.5

チェック



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

Ｃ.

人件費・旅費

人件費・旅費

社会保険料

人件費・旅費

人件費・旅費

労働保険料

社会保険料

111

47

1,908

442

356

-

- -

法　人　番　号

6010005002596

6000012070001

2700150001147

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-2

2,575

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

沖縄電力株式会社 3360001008565 電力会社 461
随意契約
（その他）

- - -

10

8

9

高信化学株式会社
沖縄オフィス

7070001006859

薬品類、理化学機器、試験
及び測定機器、産業用機
器、光化学機器、医療機
器、事務用機器販売

291 - - - -

株式会社ＪＴＢビジネ
ストラベルソリュー
ションズ

3010601027256 旅行代理店 375 - - - -
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1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄メディックス株式
会社

6360001006450
研究機器、研究資材等の販
売

1,234 - - -

- - - -

沖縄ビル・メンテナン
ス株式会社

6360001000461 ビルメンテナンス業 523 - - - -

2

-

トミー沖縄ノボサイエ
ンス株式会社

3360001009687
研究機器、研究資材等の販
売

1,012

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

- -

2

3

6

1

- -

-7

5 - -

4

アビームコンサルティ
ング株式会社

8010001085296

富士ソフト株式会社 2020001043507 ｷｬﾝﾊﾟｽ内ﾈｯﾄﾜｰｸ設置等 326 - - - -

財務ｼｽﾃﾑの構築・運用 296
随意契約

（企画競争）
2 - -

東光電気工事株式会
社　沖縄営業所

1010001024087 キャンパス電気設備工事 266 - - - -

東京センチュリーリー
ス株式会社　福岡営
業部

6010401015821 研究機器のリース 271 - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

職員（研究者及び研
究補助員等）

職員（管理部門）

日本私立学校振興・
共済事業団

職員（研究支援）

役員

厚生労働省 沖縄労
働局

地方職員共済組合
沖縄県支部

チェック

※各支出先において、複数回の契約及び支出があるため、入札者数及び落札率の記載が困難


